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社会福祉法人恩賜
財団済生会 済生会新潟県央基幹病院 

デジタル問診・同意書等機能付タブレットシステム 調達仕様書 

 

1. 件名 

済生会新潟県央基幹病院 デジタル問診・同意書等機能付タブレットシステム調達業務 

 

2. 業務の目的 

 済生会新潟県央基幹病院（以下、委託者）は、以下の目的でデジタル問診・同意書等

機能付タブレットシステム（以下、システム）を導入する。それに伴って、当該機能を

搭載したシステムを調達する。 

(１) 業務の効率化および簡素化の推進 

(２) システム導入によるペーパーレス化の推進 

(３) 問診票・同意書のデジタル化による医療の質向上への貢献 

 

3. 履行場所 

社会福祉法人恩賜
財団済生会 済生会新潟県央基幹病院 

 

4. 履行期間 

(１) システム納入期限 2023 年 12 月 31 日 

(２) 保守期間     2024 年 1 月 1 日～2031 年 3 月 31 日まで（7 年 3 ヵ月間） 

※なお、履行期間は現時点での想定であり、業者特定後、相談の上で変更となる可

能性があるものとする。 

 

5. 調達物品 

(１) タブレット端末 ４００台 

(２) サーバー本体  ２台（内１台はバックアップ用） 

 

6. 詳細要件 

タブレット端末の調達にあたり、次の要件に従う。 

(１) 必須の要件 

① 端末要件 

 タブレット端末に搭載されるメモリは２GB 以上であること 

② デジタル同意書機能 

 タブレット上で選択した同意書について、ペン型デバイスによる同意書

への記載・署名を行うことが可能であること 

 署名された同意書は電子カルテに連携されること（形式は問わない） 
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 署名済の同意書は、タブレット端末から各設定されプリンターへ印刷可

能であること 

 管理画面にて、同意書をカテゴリごとに整理して登録が可能であること 

③ デジタル問診機能 

 タブレット上で選択した問診票に対して、ペン型デバイスによる回答記

載を行うことが可能であること 

 記載済みの問診票は電子カルテに連携可能であること 

(２) 必須以外の要件 

上記以外の有益な提案があれば、提案書にて具体的な設備・機能を提案すること。 

 

7. 保守体制 

(１) システム・タブレット端末 

 タブレット端末を用いて、年 1 回、システムの動作チェックを行うこと 

 保守の範囲には本業務にて調達するサーバー、システム、タブレット端末を含

むことが望ましい 

(２) サーバー本体 

 対応時間の定めにかかわらず、「障害受付および障害原因の切り分け」につい

ては、24 時間 365 日間サポートができる体制を整備すること 

 

8. 経費の負担 

項目 委託者 受託者 

運搬費  ● 

搬入費  ● 

設置工事費  ● 

通信連絡費  ● 

システム接続・連携費  ● 

上記項目のほか、定めのないものについては委託者、受託者で協議の上、決定する。 

 

9. 納品 

(１) 端末の納品について 

 入札後実際の納入期日までに、タブレット端末のモデルチェンジ等により、対

象物品を納入することができなくなった場合には、病院側と協議のうえ、同等、

及び同等以上の後継機種を納入すること 

(２) 取扱説明 

 取扱説明に関する教育訓練は、当院が指定する日時、場所で行うこと 

 操作マニュアルは、紙媒体で２部と PDF データをそれぞれ納めること 
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10. 個人情報に関する秘密保持等 

(１) 個人情報保護 

① 受託者は、業務遂行にあたり、個人情報（個人に関する情報であって、氏名、

生年月日その他の記述により特定の個人が識別することができるもの、及び

その情報のみでは認識できないが、他の情報と容易に照合することができ、そ

れにより特定の個人が識別できるもの、又は識別されえるものをいう。以下同

じ。）の取扱については、十分に注意すること。 

(２) 秘密の保持 

① 受託者は、業務遂行にあたり知り得た情報を第三者に開示又は漏洩しないこ

と。契約の終了後も同様とする。 

② 業務受託者は、業務に従事する従事者、その他の者と①の義務を遵守させるた

めの秘密保持契約を締結するなど必要な処置を講ずること。 

 

11. 損害賠償 

(１) 受託者は､受託業務の実施及び引継ぎにおいて、故意又は重大な過失により､病院

又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

 

12. その他 

 本仕様書の業務内容の変更や本仕様書に定めのない事項については、必要に

応じて委託者と受託者との間で協議の上、誠意をもって対処しなければなら

ない。 


